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社会資本整備における利害調整と合意形成
－米国におけるコンセンサスビルディング・プロセス

石 田 聖

はじめに

1970年代以降、全国各地で社会資本整備をめぐるコンフリクトが数多く見られ、市民のニーズや利

害を調整するための民主的プロセスとしての社会的な合意形成の必要性が高まっている。日本では社

会資本の整備や計画の合理性、正当性に対して世論の厳しい目が向けられている。また２１世紀に入り、

我が国は「人口減少社会」と呼ばれ、従前のような開発利益が見込めなくなってきており、低成長の

時代の中で、開発利益のパイの拡大を求めて、都市・地域間での競争が激しくなるだろう。では、そ

の過程で生じる行政と市民（住民)、あるいはその他の利害関係者'との対立をいかにして調整すれば

よいのか。近年、利害当事者間の合意形成に関しては様々な取り組みがなされているが、利害対立と

その調整手法に着目した研究の蓄積は少ない。そこで、本稿は社会資本整備における計画策定段階で

の市民参加について米国で実践されている公共政策における先進的な利害調整・紛争解決手法とされ

るコンセンサスビルディング・プロセスを取り上げ、検討を行うものである。

人々の価値観の多様化、また一定水準の生活の利便性・快適性を獲得し、国民生活も成熟化してい

ることや環境意識の高まり、近年の財政難など、その理由は様々なものが考えられるが、社会資本整

備計画や事業そのものの合理性・正当性に対して厳しい批判の目が向けられているのは何も我が国に

限ったことではない。欧米では我が国よりも以前から同様の問題が顕在化し、その対策に向けて様々

な試行錯誤を経験してきた（Good､α泥ａ７ｚｄＨｔＬｓｔ“2006)。こうした経験の中で編み出された大き

な変化は、一部の行政関係者や専門家が科学的・専門的見地に基づいて計画を立案していくプロセス

から、意思決定の透明性の確保、説明責任の観点からパブリック・インボルブメント（以下ＰＩと表

記)、住民会議、ワークショップなどをはじめとする一般市民が積極的に計画に関わる方向へのシフ

トがある（Cmelgh0o”2005)。アメリカやヨーロッパの一部の国では、1980年代頃からＰIなどに代表

される計画構想段階からの市民参加型のプロセスが展開されてきた。しかし、計画策定プロセスにお

ける市民参加は単に制度を変更すれば、政策主体の行動が変化し、社会的厚生が向上するとは限らな

い。参加を通じて、情報の非対称性の解消、そして利害の調整といった交渉に伴う取引費用を低下さ

せ、実際に行動を変化させるための具体的な手法を伴ってこそ、はじめて有益なものとなることが期

待される。

近年、我が国でも交通計画や都市計画の分野でワークショップやＰIといった方式を利用しながら、

計画検討プロセスにおける市民参加が積極的に導入・検討されている（原科2005)。一方で、市民が

参加するプロセスが定着していくことに伴い、新たな問題も顕在化し始めている。一般市民をはじめ

とする多様な利害関係者が参加する場を提供し、情報を広く一般に公開すれば円滑な合意形成が図ら
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れるとは限らないこともわかってきた。このようなケースでは、手続きだけではなく、計画内容やそ

の合理性、科学的データやその測定手法の信頼性等が紛争や議論紛糾の原因となる可能性もある。し

かし、専門家や行政にとっては、市民は法律上の制約や社会工学、コスト・ベネフィットに関する経

済学的専門性などに梢通しておらず、市民参加によって極端な計画や妥当性に乏しい政策案が選ばれ

てしまうのではないかという懸念がある（鈴木・矢嶋2005)。近年、まちづくりや都市計画の参加型

計画策定過程で用いられるワークショップやＰI方式は、専門家・行政と一般市民の間にある情報の

非対称性を埋める上で非常に有効な手立てであると考えられる。しかし、現実の社会資本整備計画は

個々人の利害に直接関わる場合も多く、必ずしもこれらの方式が当事者の利害澗整に寄与するとはい

えない。

近年、日本においても欧米で実践されているＰＩやコンセンサスビルディングの手法を用いた参加

型の利害調整過程の実践や、日本社会への応用や政策移転（policytransfEr）の可能性を検討しよう

とする研究が見られる2が、具体的な方法論を紹介し、実際にそれを運用する主体に着目した研究は

少ない。そこで、本稿では日本における社会資本整備計画における利害調整過程の問題点を指摘した

うえで、近年、利害調整・紛争処理の手法として注目されている米国のコンセンサスビルディング・

プロセスの実践を紹介する。

1．日本の社会資本整備計画の策定プロセスにおける利害鯛整の困難性

現代社会においては、人々のニーズや価値観は多様化し、社会資本盤備の是非に関して様々な意見

や考え方がある。法人類学者の千葉正士が「社会あるところに紛争あり」と述べているように3、人々

の様々な意見や考え方の相違によって生じる紛争は、人類社会の例外的現象ではなく、常態化したも

のといえる。社会資本整備の是非に関しても多様な意見、利害の存在があり、それゆえに様々な利害

対立が生じるのは当然であろう。

通常、私人間の利害対立は、最終的には法律的手段である裁判によって紛争処理ないし解決が図ら

れるｏしかし、土木事業や都市計画といった社会資本整備（公共事業）は、私人間のそれよりも、利

害関係者が多数であり、また地理的にも事業計画が広範囲に及ぶ場合があるため、裁判という紛争処

理システムだけでは機能しにくい面を持つと考えられている（谷下2001)。また裁判官は必ずしも社

会資本整備に関する知識に精通していないため、法律上の手続き的暇流や違反について判断を下すこ

とができたとしても、長期にわたる社会的便益や費用がどれほど発生し、それが誰に帰着するまでを

正確に判断するためには膨大な時間と労力を必要とすることが予想される。

これらを判断するためには、具体的にどのような計画、公共事業が形成されるべきかについて利害

関係者間で調盤がなされていることが望ましいが、その価値や科学・技術的合理性の判断についても

対立がある場合も多い。そのため、法的解釈のおよび難い価値観の対立の解消や利害調整を裁判シス

テムだけに委ねるのは効率的とはいえないｲ。

裁判所が手続きではなく実体を判断する裁判を機能させるためには、先に総合的かつ詳細な社会資

本整備計画が作成されており、その計画に基づいて、どのような河川整備、道路建設、廃棄物処理場

を作るか等のシステムを構築しておく必要がある◎

谷下（200,）は、日本の社会資本整備の問題点として「我が国の土木・都市計画においては、行政

が多様な利害をもつ関係者の利害を代表する形で総合的な土地利用計画をつくってきたため、利害を
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有する関係者が直接議論し、互いに利害を調整する手続きは不十分であった｡」と指摘している。

国内では、1992年（平成４年）に都市計画法が改正され、「市町村は、基本方針を定めようとする

ときは、あらかじめ、公聴会の開催等住民の意見を反映させるために必要な措悩を識ずるものとす

る｡」（都市計画法第１８条の２）とする住民参加の規定が創設された。また'997年（平成９年）には河

川法が改正され、河川整備計画を策定する場合には「河川管理者は、前項に規定する場合において必

要があると認めるときは、公聴会の開催等住民の意見を反映させるために必要な措置を識じなければ

ならない」（第１６条の２第４項）とする住民参加の規定が設けられた。

これらの規定は、従来の都市計画法や河川法に比べるならば住民の意見聴取規定を設けたことによ

り参加は一歩前進した5。しかし、どのような参加手続きにするかは、それぞれの権限庁の判断にゆ

だねられており、基本方針において地域（首長や住民）が参画しているが、参加規程が暖昧であった

り、諮問委員会や審議会といった協議体のメンバーの固定化や行政機関による一方的な議事進行、議

論時間の不足、運営の公平性や透明性が不十分といった不備の面が指摘されている（西川2007;早川

2009)。

こうしたフォーマルな住民参加規定は、一般に、行政が住民説明会や公聴会を開催して、計画に影

響を受ける受益者ないし受苦者との利害調整を行うが、参加手続きに関して、これまで我が国では、

伝統的に行政機関が多様な利害を代表する形で総合的な土地利用計画や手続きを作ってきた。そのた

め、意思決定のために必要な情報が共有されておらず、計画に反対する個人や集団は不十分な情報し

かもたない状態で説明会等に望むことになる。また、そうした説明会での交渉スタイルは計画・事業

推進者と地域住民あるいは反対派が対|時する形でなされることがほとんどである（谷下2001；日本の

展望委員会2010)。

行政が「事業計画の大幅な修正は原則的に行わない」という前提に基づいて、しばしば当初の計画

が押し付けられている。あるいは公聴会においては双方の意見陳述人がそれぞれの見解を述べるだけ

で、何ら対立点の解決に至らないままで事業が執行される場合が多い。事業執行者側にとっては、説

明会や公聴会の開催が一種の「アリバイ作り」の場となっており、地域住民の不信感を一屑増幅させ

る要因にもなっている（日本の展望委員会2010,pP8-9)。

こうして住民説明会という場は、利害調整の場としては十分に機能しないことになる。たとえば都

市計画の決定手続きでは、説明会の後、意見書提出の機会があり、その要旨が都市計画審議会に提出

されるが、（公開の地方公共団体も増加傾向にはあるが）審議会は原則非公開の場合も多く、意見書

がどのように採択されて意思決定に反映されるのかは不明確なままである６．また行政と住民の間で

情報量や資源・技術力に差がある場合、利害対立が解消されにくいことは従来から指摘されており7、

この仕組みを改善していくことが必要である。

社会資本整備については、これまで述べてきたように、多種多様な利害対立が存在し、利害構造に

関する情報の非対称性、そしてその非対称性を解消し、情報を共有するための利害調整システムの不

備ゆえに、最終的な紛争解決・利害調整の判断を担う裁判も機能しにくい。その結果、解決に多くの

時間とコストを消饗してしまう。次に、こうした日本における社会資本盤備の意思決定プロセスの困

難性を踏まえつつ、米国で実践されている利害調整・紛争処理手法を説明する。
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2.米国におけるＡＤＲの発展

米国においても紛争処理の基本的な手法は裁判であるが、米国においては利害調整手法としての裁

判は、様々 な点で問題点を有してきた。米国はしばしば「訴訟社会（litigioussociety)」だと言われ

ることが多い8・日本でも1988年に『訴訟社会アメリカ』９という書籍が出版され、また各種メディア

等が企業訴訟などをセンセーショナルに取り上げることもあってか、日本でも「アメリカ＝訴訟社会

あるいは裁判事件が多い」というイメージが一般的に強い。一方で、こうした裁判による紛争処理に

対する対応の遅れが問題になり始めたのはモータリゼーションが進み自動車が大衆化し、事故が多発

し始めた1950年代から生じてきた。しかし当時は、自動車保険が整備されていなかったため、自己の

原因究明から'怪我の補償まで、すべて裁判手続きによって解決しなくてはならなかったため、事故当

事者間の法的対立・訴訟が拡大し続けた（stacgl999)。また60年代は、ベトナム反戦運動、ウーマ

ンリブ運動、公民権運動などといった反体制運動が、さらに70-80年代には都市暴動などを背景に凶

悪犯罪が増加し、司法による救済システムの遅延は慢性化することになった。こうした案件への対応

の遅延が時間・費用のみならず、当事者にとって精神的にも大きな負担となり、代替的な紛争処理制

度である裁判外紛争解決（AlternativeDisputeResolution、以下ＡＤＲと表記）の萌芽となっていった

(Ａｗ､z4cﾉzetaj.,1991；レビン1999;S24ss膨皿1999)。

紛争処理システムとしての裁判は、判決の形式が、最終的に１００対０というwin-loseの関係となる

ため、白黒はっきりつくような紛争の処理には適しているが、例えば、権利の比重が51:49といった

判断の微妙な紛争には妥当な結果をもたらすとは限らない。

ＡＤＲはこうした裁判システムの限界や様々な背景から生まれてきた。ＡＤＲは様々な方法論を用い

て多くの解決策を模索し、当事者の置かれている様々な事情を考慮し、当事者の潜在意識にも配慮で

きること、そして必ずしも請求権に限定されないといった理由から、①当事者の自主性に基づく解決

であること、②非公開性、③簡易・迅速・廉価性、④専門性、③柔軟性・実効性、⑤将来指向型の解

決を図ることができる。さらに⑥仲裁判断（arbitration）をすれば、強制執行も可能であるといった

利点を有している（谷下2001;司法制度改革審議会意見書2001:Ｂｆ”hametaj.,2005)◎

本稿では、ＡＤＲの理論や課題について詳細には扱わないが、ここ数年、日本でも裁判外紛争処理

(ADR）手続の導入が積極的に推進されており、２０００年から始まった政府の司法制度改革の取組みで

もＡＤＲが重点的に検討されている。2002年３月に閣議決定された「司法制度改革推進計画」において

も「裁判外の紛争解決手段（ADR）の拡充・活性化」が明示的に謡われている。また、2004年１２月に

は、「裁判外紛争解決手続きの利用の促進に関する法律」（ADR法）を定めて司法制度改革の一貫と

してＡＤＲの推進が目指されている。推進の契機としては、司法制度改革審議会の「司法制度改革審

議会意見書（平成13年６月12日)」でＡＤＲが裁判と並ぶ魅力的な選択肢となるよう拡充、活性化が必

要であるとし、「関係機関等の連携強化の促進」と「総合的なＡＤＲの制度基盤及び仲裁法制の整備」

が提唱されている。

まだ日本では、ＡＤＲ法の理念を生かす手続実施者（民間紛争解決手続において和解の仲介を実施

する者、ＡＤＲ法第２条の２）の質の確保および人材育成、合意の執行力に対する法的効果の付与、

民間型ＡＤＲ手続き上の情報と訴訟手続きとの関係、そして隣接法律専門職への代理権付与の問題な

ど、様々な手続き・運用上の問題が指摘されている（落2005；田中2006）が、ＡＤＲの導入は様々な

分野で積極的に導入が検討されており、今後さらなる認知度の拡大およびＡＤＲに関する理論的な研
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究の深化と発展が求められている。しかし、我が国では、公共事業、都市計画や環境紛争の領域で、

このＡＤＲを積極的に取り入れようとする試みは、それほど多くはない'0・

東京大学の松浦正浩（1999）は、ボストンの高速道路計画を例に、ＡＤＲの方法論の一つであるメ

デイエーション（Mediation）が事業計画過程にどのように機能したかについて紹介している。こう

したＡＤＲによる第三者の導入は、交渉過程に新たなコストを発生させるものであるが、対立的当事

者が直接やりとりを行う場合よりも、メディエーター(mediator）という第三者の介入によって、紛

争の争点を整理し、情報の非対称性を解消することが容易になれば、政策決定過程・意思決定過程に

おける利害調整の実効性が高まる可能性がある。

3.米国における公共政策のメディエーションーコンセンサスビルディングの意義とその実践

米国では、社会資本整備の紛争に伴う事業の長期化や訴訟の多さが問題となっており、その解決手

法として公共政策（都市計画、環境政策、近隣計画等）の領域でもＡＤＲの実践手法であるメデイ

エーションが広く用いられている。アメリカでは、社会資本整備に限らず労使紛争等様々な分野でメ

デイエーションが活用されている。メデイエーションとは、多様な紛争処理の一手法であるが、当事

者による交渉を基本としており、交渉の過程で当事者間に対立が生じた（生じるおそれがある）場合

に、メディエーターが当郡者の本来の利害に蒜目して交渉の補助を行い、対立を解消（回避）するも

のであるｕｏ

また、このメディエーションは、行政と市民間だけではなく、連邦政府、州政府、地方自治体、そ

の他行政機関間での利害調整の場でも利用されている。ここでは、その実践手法として、マサチュー

セッツエ科大学（MIT）都市計画学科教授であるローレンス．サスカインドらが中心となって提示し

た方法論であり、実務家の間でも広く認知され、実践で応用されている「コンセンサスビルディン

グ・プロセス（以下ＣＢプロセスと表記)」について紹介する。

(1)コンセンサスビルディング・プロセス

コンセンサスビルディングの手法は、問題となる案件について、多数の利害関係者（ステークホル

ダー）が交渉のプロセスを構築し、実際に、彼らが自主的に運営するための手法である。サスカイン

ドによれば、コンセンサスビルテイング・プロセスとは「政策およびその決定において、すべての利

害関係者が協力して問題解決のための手法を模索し、発展させるアプローチである」と定義されてい

る（S24ss膨れ。α"αZio”2002)。

通常、このプロセスはメデイエーションやファシリテーションを実施するメディエーターやファシ

リテーターと呼ばれる中立的な第三者'2の助けを借りて、話し合いの参加者が互いに利益となるよう

な解決策や政策立案を追究していく。コンセンサスビルディングでは、以下で説明する五段階のス

テップが利用されている。

また後述するＣＣＰ（CenterfbrCollaborativePolicy）の事例でも示すように、ＣＢプロセスは、利害

関係者の代表が一堂に会して交渉や話し合いを行う形式が基本になっている。そこでは話し合いの結

果得られた合意をもとに政策提言が作成され、提案を現実に実践する行政機関等は、ＣＢプロセスを

通じて作られた合意案をもとに政策・事業の実施を行うという形をとっている。

ＣＢプロセスの理念的な側面としては、ある事業や政策の実施によってネガティブな影響を受ける
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人々を保護し、ＯＢプロセスを通じて重要な那柄についての熟議（deliberation）を行うことで、利害

関係背は熟談の．1,.でl2Iらが抱える問題について学科し、Ｉ'|分たちの考えを洗練させ、他者の利寄関係

についても1陥広い伽!､(から学ぶことができる（Ｓ２ｨssﾉc伽(Ｚｒ&?z,ｑＩＺ"?',2002:〃α'ﾉzsI)7ゾ吻Ｇｅｌａｊ.,２００６）

というメリットがあると考えられている。つまり、比主的な話し合いを迎じて、それぞれの参加者の

利害を守るだけではなく、，|;''71測1解が促進することが期待されている。一方で災川的な側面としては、

訴訟の'''1避・防112、地元の知識（localkllowlcdge）の独得や教育効果が期待されている（SⅧss允伽ｄ

“α1.,』999；Ｓｚ幅sﾉcj?z(j〔↓?』〔ZZio7z200a〃２，７２Ｇs“2ｄＢＣＯﾉzeγ2010)。ＣＢプロセスにおいてはメデイエー

ターと呼ばれる鮪＝荷がプロセスを支援し、合愈形成に向けたその基本的なプロセスとしては、以下

の基本的な五段階のステップを踏んで行われる。

捲擁篇I季零
＝陰lSten3討縦

舗零蕊：瀞零謡零瀦･合腫形成に向

けた討縦を行

うか否かを判

断する。

･紛争アセスメ

ントの実施

･合蹴案作成に

必要な財源や

時間を把握す

る

・’'１立的蛎言了什（メ

ディエーター、ファ

シリテーター）の

役削と戊任を明確

にする。

･傍聴背（オブザー

バー）の参加に関

するルールを決め

る。

･アジェンダ（縦題)、

スケジュール、規

約を決める。

．、I1Ij峨州J1:の利賊となる

発想を作I)11}す（ブレー

ンストーミングなど）

･共I'jljl峡賊認の実施(後述）

･作業部会(wo1kinggmUl〕）
を股牡して専'111家に懲見

を求める

．透明性を保ち、巡股的な

識総を行う

．（必喫に応じて）縦胆や

規約を修正する

'1'｣能な限り、多、

<の関係将から

合愈を取り付け
る

．合意文ｉ１ドを単一
文，１１：手続き

（ｓｉＩ１ｇｌｅｔｅｘＩ
ｐｒｏｃＧｄｕｌ．e）に
よって作成する‘

･不測の‘11態を考
慮する

ある関係荷や支援者

に対しても合意案の
批准を求める
合意案の実施状況に
対する監僻（モニタ
リング）を行う
(必要に応じて）再

交渉に向けてルール
作りを行う
ｲく測の事態などの状
況の変化に柔戦に対
応する

Ｌ ノ し １ ノ、 ノｋ

出典）８２(SS価?Zａ（/9”),f〕F2ｨSS卿?zfI1('/α１１（2006),ﾊﾉﾔＩ（2006）を参考に鞭群作成

【図１】コンセンサスビルディング・プロセスの５段階ステップ

ノ

’二の似|にも示されているようにＯＢプロセスの雑木的なモデルは、①招集（Colwening)、②責任の

明確化（ClarilylResponsibilities)、③討議（Delibcl･aLillg)、④決定（Decide)、⑤合意案の実施

(ImI〕lementAg1･eomGnLs）の流れが基本となっている（S26ss晩?zdejα1.,1999;AflA2006)。

肢終的に、討I雛や交渉の結果唯まれた合懲案は、佃別の利害関係料が自分たちで作成した提案を持

ち寄るのではなく、ＣＢプロセスの中で出された様々な愈兄を一つの文冒ＩＩｆにまとめた単一文･ＩI|:手続き

(single-textprocc(1,,,℃）をメディエーターが作成する。作成をメディエーターが}昨ｌ１するのは、各当

事群の作成による慾愈性が入り込む余地をなくし、’'1らが作成した文,I}:に執綿して修正がしにくくな

ることを防ぐという意味もある。合意原案をまとめた文11}:作成後、Ｉ荊し合いの参加料が合意文･ｌ１ｆを検

討、審議、修正を行う。必要に応じて新たなバージョンを作成し、その後の検討の基盤となる

(８２↓sSﾉt伽(Z”ｚｄＣ?w靴sﾉ&”z,ﾉﾋ2006)。また文11|:をiif.ー化することで、合意案に向けた進展がない場合

には、Iiilじ議論にMMする継続的な焼き直しや作りiIlI:しを岐小化でき、時間やコストの節約につながる

(c",”℃ﾉZ?7z”２１”‘‘)。

ただし、この一巡の流れは、あくまで公共政策や環境紛争におけるメディエーションの方法論を一

般化した代表的なモデルの一つにすぎない。後述するカリフォルニア州におけるOenterfOr

CouaborativePolicy（CCP）の.’１１例のように、実践現場では、このモデルを深く認識していながらも、

これまでの自分たちの経験に基づいて独rIのモデルを考案し、そのモデルｎ体も現場の状況や案件の
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特性に応じて柔軟に適用されている。

社会資本整備の場合には、その特性として多様な関係者（multi-stakeholder）の存在や、交渉結果

の公共性の高さゆえに、「ステークホルダー・アセスメント（stakeholdel砦assessment)」や「共同事

実確認（joint-factfindjng)」といった特別な手続きが必要であり、メディエーターによる合意形成の

結果の社会的影響の大きさを考慮する必要があることに特徴がある。では次に、多数当事者間での合

意形成プロセスが必要とされる公共政策や環境紛争分野でのメデイエーションに特有の手法であるこ

の二つの方法論について説明する。

(2)ステークホルダー・アセスメント（StakeholderAssessment）

ＣＢプロセスにおいては、「ステークホルダー・アセスメント（stakeholderassessment)」あるいは

「ステークホルダー分析（stakeholderanalysis)｣、「コンフリクト・アセスメント（confiict

assessment)」13と呼ばれる利害関係者（stakeholder）を特定・分析する作業がある。この作業の主な

役割は、①利害関係者の特定－誰が（主要な）利害関係者なのか、②利害の想定一問題・利害は一体

何なのか、③議題（アジェンダ）の設定－何を議論するのか、④合意案の追究一制度的・財政的、そ

の他様々な制限がある中で、当耶者同士が互いに合意に達する環境や機会はあるのか、といった点を

明らかにしていく（”ssﾉc伽dI999,Ｃﾉzap膨倣2ｊＢ秘cﾉcjesejaj.,2000ｊＢＤｃＨＡα"ｄｕ９ＡﾉD2004)。

このアセスメントによって、関係者の懸念や利害を抽出し、その後の討議の基盤を策定する作業が

行われる。通常はメデイエーター（mediator）やファシリテーター（facilitator）と呼ばれる専門家に

よって実施される場合が多い。たとえばある行政機関等の事業主体がワークショップ、諮問・検討委

員会やパブリック・インボルブメント（PI）を実施する前に、事業主体によって依頼を受けた中立的

な第三者が利害関係者からインタビュー、電話、メールでの意見聴取、アンケート調査などによる情

報・意見収集、および得られた情報の分析を行う。ここで亜要なのは、被調査者に自分以外の利害関

係者を紹介してもらうという点であり、これによって利害関係者を包括することが容易になるととも

に、利害関係者間の関係を把握することもできる。

ステークホルダー・アセスメントの過程で、他に利害関係者がいないか、他に問題事項は無いか、

などを検討する助けとするために、一目でそれぞれの関係者の関心事を把握できる「イシューマップ

(issuemapないしissuemapping)」を作成することがある（ScﾉZ7zeZdeγ２０〃Iγuﾉj”2008)◎メデイ

エーターはできあがった紛争の地図（connictmap）を、聞き取り調査などを実施した全員と共有し、

【図２】ステークホルダー・アセスメントにおけるステークホルダー分析（例：ダム開発の場合）

ステークホルダー 計画の影響度 計画への賛否 法的措置の検討 交渉への参加意思

住民代表Ａ 高い 反対 検討中 あり

住民代表Ｂ やや高い 賛成 無し なし

住民代表Ｃ 中 反対 無し あり

ダム管理行政， 高い 賛成 検討中 あり

ダム開発業者Ｆ 高い 賛成 様子を見る なし

環境保護団体Ｇ 高い 反対 様子を見る あり

出典）Ｓ世ssk伽ａ（1999)、ノγz"f”（2008)、ｐｐ沼-80、およびＣ”lIer./ｂ７Ｃｏ"αbom伽ｅＰＤ"ｃｙでの聞き取り調森（2009
年１２月実施）を参考に簸者作成



9２ 石 田 聖

そこに記載されている事項が真に各自の懸念や利害と合致しているのかについて確認をとり、アセス

メントは終了する。下の【図２】は、あるダム開発の例にとった場合のアセスメントの成果の一つで

あるステークホルダー分析を例示したものである。図のように、各ステークホルダーの関心の高さや、

話し合い・交渉の場への参加意思等、利害関係者それぞれの考えや立場をその他の当事者に理解させ、

議論の素材とするために活用されている。

図２：共同事実確認（Joint-FactFinding）の基本的なプロセス

段階

①準備

②問題範囲の確認

③問題の明確

④調在・研究の実施

⑤成果を評価

⑥共同事実確認の終了

概要

･共同事実確認がコンセンサスビルディングのプロセスに適合するか否かを判断

･利害関係者（ステークホルダー）の持つ利害を特定する

･専門的中立者（professionalneutral）を選定する（専門家を雇わない場合もある）

･共同事実確認に向けた話し合いの招集し、部会などを組織化する

･利害関係者の役割と責任を明確にする

･技術的、専門的な課題を提起し、整理する

･当事者間での既存の情報、知識に関するギャップを明確にする

･対立関係にある科学的データ、事実解釈を明らかにする

･専門的な課題をできる限り、より一般的な問題に世き換える

･科学的データ等の情報収集および分析の手法を明確にし、それらのメリットとデ

メリットを明らかにする

・さらなる情報収集に必要なコスト・ベネフィットを判断する

．③で得られた成果を、それぞれの支援者、関係者に周知させる

･利害関係者の持つ経験や知識に関する調査を行う。

･調査報告書を作成し、共同事実確認に関する最終報告書のレビューを行う。

･共同事実確認の成果を既に公開されている科学的データと比較する

･成果を実現可能な政策手段に置き換える

．残された不確実な情報や科学的手法の限界、および不測の事態への対応を明らか

にする

．共同事実確認の成果がいかにして重要な課題に対応する（あるいは対応できな

い）のかを判断する

･共同事実確認で得られた成果を報告書にまとめ、当事者に発信する

．専門家、科学者は関係者や自分たちの支持者に対して成果を伝える

｡必要に応じて、さらなる共同事実確認を行うか否かを判断する。

出典）Co7zse72s24sBu"｡』”恥"皿e'6(CBり便003）,Ｊｔ〕””αFj7zdi”:雌gStepsj”７１ｈｅＰ７℃cessmt‘p;〃
－

"eb.、".edwu2‘sp/epp/ｳm4sj”“ﾉFFLKbzﾉstepsﾉを参考に錐者作成

（３）共同事実確認（Joint-FactFinding）

ＣＢプロセスにはもう一つ特徴的な方法論がある。それが「共同事実確認（Joint-FactFinding)」と

呼ばれるプロセスである。

わが国でもダムや空港、高速道路の建設に対する計画の合理性や妥当性そのものに対して、厳しい

世論の目が向けられている。また近年では必要か、不必要か、賛成か反対かといった漠然とした議論

だけではなく、公共事業の計画合理性の根拠となる科学性や将来の禰要予測に対する批判も出される

ようになってきている。

公共事業など社会資本整備に関する紛争処理及び合意形成では、科学的な知見に基づく将来予測、

影騨予測を参考にした上で交渉、将来計画の検討を行う必要がある。しかし、科学的な分析に基づく
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政策形成は無謬ではなく、科学的手法も完全なものではなく、その手法には自ずと限界がある

(Li9zdbjomI968)。リンドプロム（1993）は、科学性・専門性を重視する社会資本に対する計画のあ

り方に対して「分析に基づく政策形成は誤りを免れないし、人々は政策とはそのようなものであると

信じている｡」と述べ、過度な科学的アプローチへの依存に警鐘を鳴らしている1ｲ。特定の科学的前提、

仮定条件に依存したアプローチには必然的に限界があり、仮に、上げ足を取ろうと思う意図の人がい

たならば、いかようにも不十分な点を指摘できるためである（鈴木・矢嶋2005)。

さらに、それが対立関係にある当事者の場合には、それぞれの立場を防御あるいは、他の当事者と

は異なる科学的データで相手方の科学的根拠を覆そうとするため、政策決定における科学的対立は

｢敵対的科学（adversaIyscience)」として表れる可能性も指摘されている'5。例えば、米国では廃棄

物処理施設の建設に関して、排気ガスに含まれるダイオキシンによる近隣住民への健康リスクに関し

て、複数の科学者が異なる影響予測を用いて、建設事業そのものの是非が科学的知見に関する論争へ

と発展した例もある（s妬sﾉc"zdezaj.,1999,”.3布-4100)。また、わが国でも諌早湾干拓事業（長崎

県）の例に見られるように、事業による影響が湾内における水質汚染や漁業不振の原因であるか否か

について、またその後の開門調査をめぐる環境への影響も専門家の間での意見の対立が絶えない。

このように将来の事業計画の内容や目的ではなく、環境影響予測や将来の需要予測などの科学的ア

プローチという「手段」が対立の要因となって、円滑な交渉を阻害し、さらなる紛争の原因となるこ

とがある。そのため、ある特定の前提条件に立った合意形成は困難に直面するであろう。以上のこと

から、科学的・専門的技術や知識を適切に政策形成に利用するためには、科学的判断の限界を認識し

つつ、得られた結果を判断し、利用していくことが亜要になる。

ＣＢプロセスにおいて、重要な作業の一つである共同事実確認（joint-facthnding）は、こうした将

来予測や環境への影響といった科学的問題に対して、その問題に関係する専門家や関係者が共同で

データや分析方法を共有することによって、共通理解や認識を構築していく手法である。この共同事

実確認には様々な手法があるが、専門的知識を有するアドバイザーとしての科学者の特定も事業主体

や地域住民などの当事者が共同して行うことも大きな特徴である（鈴木・矢嶋2005;ＫｔｚγjeZaj.，

200ＺＡｍｅγzguaj2007)。

共同事実確認のプロセスもメデイエーターやファシリテーターの支援によって専門家同士の対話が

促進されることが多い。この基本的プロセスに関しては、先に示したＣＢプロセスの５段階プロセス

とよく似たものであり、以下のような手順を踏む。

共同事実確認では、最初の段階で、科学的手法に関する合意形成に必要な予測評価を行うことがで

きる科学者（エンジニア、社会科学の専門家等も含む）の特定を行う。その後、事業に参加している

利害関係者全員の合意に基づいて科学的知見を提供してもらう専門的アドバイザー（profEssional

advisor）を特定する。ここで「参加者全員の合意」に基づいた専門家の選定であるため、特定の当

事者にとって都合のよい科学的知見を提供する科学者を導入することは難しくなる'７．

次に交渉を通じて、まず対処すべき課題を分析し、特定する。ここで話し合いの参加者が抱えてい

る利害や課題を整理する上でメデイエーターが議論の進行させる役割を担う。また必要に応じて、当

事者間の話し合いの場を設定して、そこでは情報収集と分析手法に関する定義や手法の選択に関して

行政職員や、科学者、専門技術者などが共同で交渉を行う。この際、先に述べたように、どのような

科学的手法にも一定の限界やデメリットが伴うため、その限界がどのようなことかといった課題を参
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加者同士で共通の理解や認識を作るという作業が重要となる。

共同事実確認で得られた成果は、最終的に報告書等の形式でまとめられる。共同事実確認のプロセ

スに関する合意文書を作成する際には、前述した単一文書手続き（single-textprocedure）の手法が

活用されている（S況SSk”d,LeIノリα"ｄＬａ７ＷＺｅ髄,1999；SuSSAC伽。α?ＺｄＣγ2ﾙjCACSﾉlα"AC2006)ｏここでも

ステークホルダー・アセスメントと同様に、当事者の利害や議論の内容を理解している中立的第三者

であるメデイエーター（あるいはファシリテーター）が合意文書の原案を作成し、第三者の介入によ

り、利害当事者の盗意性を排除する狙いがある（鈴木・矢嶋2005)。加えて、【図２】の段階⑤でも

示されているように、科学的手法には不確実性が伴うため、不測の事態が生じたときに、どのように

対処していくかについても合意案を策定することが望ましいとされている（Suss膨れｄｅｔａﾉ.,I999j

S24ssjc伽。α"dZio7z2006)。このように科学的知見に関して、関係者間での共通認識や理解を向上さ

せる手法は、政策の合理性を高める手段として期待され、米国では既に多くの実践が試みられている。

4.現場での適用事例：CenterforCoIlaborativePoIicyの例

ここまで社会資本整備などの公共政策課題における利害調整と合意形成を図る方法論としてコンセ

ンサスビルディング・プロセスの基本的な枠組みを取り上げた。では実践の現場では、それがどのよ

うな形で適用されているか。ここではカリフォルニア州立大学サクラメント校を母体とするCenter

fbrCollaborativePolicy（以下、ＣＣＰと表記）での取り組みを、具体的事例として扱いながら、コン

センサスビルディング・プロセスの現場での適用のあり方を説明したい。

(1)ＣＣＰの概要

ＣＣＰはカリフォルニア州立大学サクラメント校およびパシフィック大学マクジョージ・ロースクー

ルとの共同出資によって1990年に設立された非営利の組織である１８．ＣＣＰは主にカリフォルニア州内

の水資源供給政策、生態系の保全、その他地域開発等の公共政策課題に対して、中立的第三者（機

関）として、ステークホルダー分析や利害関係者間のコミュニケーションの支援（メデイエーション、

ファシリテーション、交渉トレーニングの提供および開発)、その他研究・調査活動や、実践や調査

研究で得られた成果を基にアウトリーチや出版活動等を行っている'9。また同センターは、現在、カ

リフォルニア州内で38のプロジェクトに関わっている。ＣＣＰは公共政策に関する問題に対して、話

し合い・交渉による紛争解決・予防および合意形成に関して、様々な手法を駆使しながら行政、地域

住民、企業、ＮＧＯなど様々な主体間の協働に基づく政策形成に取り組んでいる。ここではＣＣＰが取

り組んでいるコラボレイテイブ・プロセスの基本的な流れを紹介したい。

(2)ＣＣＰのコラボレイテイブ・プロセス（CoIIaborativeProcess）

ＣＣＰでは、サスカインドの提唱した５段階のコンセンサスビルディング・プロセスに相当する交

渉／メディエーションのプロセスとして、「コラボレイテイブ・プロセス（CoUaborativeProcessあ

るいはCollaborativeDecisionMakingProcess)」という、意思決定モデルを独自に提唱し、それらに

基づいて公共政策領域でのメディエーションを実践している。ＣＣＰのコラボレイテイブ・プロセス

では、①アセスメント／プランニング（assessment/planning)、②組織化フェイズ（organizational

phase)、③教育フェイズ(educationalphase)、④交渉／解決フェイズ（negotiation/resolutionphase)、



社会資本整備における利害調確と合意形成一米国におけるコンセンサスビルディング・プロセスー９５

そして⑤合意事項の実施（Implementation）の５段階を柱に置きながら、メデイエーシヨン等のサー

ビスをクライアント（主に連邦政府機関、州政府機関、地方自治体、住民代表、環境保護団体、ＮＰＯ

等）に提供しており、ＣＣＰのケースでは、行政機関がプロセスの開始の発議を行う場合が多い)。

第一のアセスメント／プランニングでは、ＣＣＰのメディエーターは対象となる案件の規模や内容

に応じて一つのプロジェクトにつき２～５名ほどのメデイエーターやアシスタントによってチームを

組み、事業に関する利害・関心、利害関係者が共有する利害・関心の把握、交渉に参加すべき利害関

係者の探索や、当事者間で対立する、ないし共通する利害の特定を行う。アセスメントは短いもので

あれば１週間程度で利害関係者を抽出し特定できるが、大規模な事業になると半年から１年以上もの

長期間にわたる作業となることもある。アセスメントによって得られた情報に基づいて、利害関係者

の一覧やイシューマップを作成し、文書としてまとめられ、交渉の場で活用される。

第二の組織化フェイズでは、まず交渉に参加する当事者たちが、ＣＢプロセスのような合意形成・

利害調整の理論や手法をそもそも知らない、あるいは精通していないことが殆どであるため、交渉や

紛争解決に関する基本的なトレーニングやガイダンスを行う。その際に第三者としてプロセスに介入

するメデイエーターやファシリテーターの役割と責任も明言される。

参加者がＣＣＰが提供するサービスやプロセスに理解を示し、それに合意したら、今後の話し合い

に向けた目標を設定する。その時、同時に交渉を円滑に行うために必要なツール（ＩＴ機器、音響、

通信、文具など）および今後の当事者とＣＣＰ間での連絡手段といったロジスティクスや、いつまで

に合意案を作成するのかといったスケジュールに関する事項が決められる。組織化フェイズの最後に

は、次の教育フェイズのステップに向けたアジェンダ（教育フェイズでやるべきこと）の設定を話し

合う。

第三の教育フェイズは、ｃｃＰが特に力を注いでいる項目である。ここでは、ｃｃＰが組織化フェイ

ズで提案された目標やステークホルダー分析を基に、各当事者の対立する利害あるいは共通する利害

をイシユーマツプなどによって把握し、当事者間の関係性を理解する場の構築に努めている。また当

事者の直面する政策課題に関して、その課題の経緯や影響力の及ぶ地理的範囲、制度的な枠組みなど

を当事者間で相互に学習できる場を提供する。例えば、カリフォルニア州内のネイティブ・アメリカ

ン居留地（reservation）における水資源管理のプロジェクトであるトライバル．ウォーターサミット

('nibalWaterSummit）２０の交渉では、各居留地の代表者が自分たちの居住区内で発行している広報紙

や出版物などを持ち寄り、一方で州の水資源局（DepartmentofWaterResource:ＤＷＲ）も、州政府

が発行しているニュースレターやその他の刊行物を持ち寄り、双方が提示している政策課題に関する

情報を当事者同士の交渉によって比較・検討を行い、各居留地間あるいは居留地と行政の間での事実

認識の違いを認識し、対立点や共通点を明らかにしていく作業が行われた。ここでは先述した共同事

実確認ほど科学的、専門的な情報・知識に関する共通認識の獲得には至らなくとも、計画当局や耶業

によって影響を受ける地域の特性、あるいは地域住民の取り組みといった一般的な情報の正確性を精

査していくうえでも有効なプロセスとして実践されている。

第四の交渉／解決フェイズでは、①～③段階までで得られた成果に韮づいて参加者が最初にブレー

ンストーミングを実施して、合意原案に向けたアイデアの提案を行う。なお、まだこの段階では原案

は決定されず、交渉の参加者から意見が出なくなるまで続けられる。参加者が多い場合には当事者集

団を利害関心や組織ごとで小集団に分けて話し合いを進行していく。小集団はプレーンストーミング
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等によって出された案に基づいて解決策を提案、評価し、合意原案の作成を行う。作成された合意原

案は、プロセスの参加者の背後にいる（話し合いの場に出席できなかった）利害関係者や支持者に

フィードバックすることを求められる。また合意原案の中には、プロセスに参加した当事者が合意し

たルールに反した行動をとった場合に関する対処や、案件となっている政策が予定通りに進展せず腰

着状態に陥った場合の対応についての合意案も含まれる。選択肢について十分な議論が行われ、ＣＣＰ

のメデイエーターが合意に至ることができそうだと判断したところで、単一文書手続きによって合意

文章の作成の段階へと進む。

最後の実施段階では、出された合意文書に当事者による承認のサインが行われ、プロセスは終了す

る。また、合意締結後、合意内容に違反した行為がある関係者によって引き起こされた場合、あるい

は不測の事態が生じた場合への対応を行うために、ＣＣＰでは合意内容の実践に対するモニタリング

も行っている。たとえばサクラメント・カウンテイにおける2030年までの水資源供給や保護のあり方

に関する総合的な方針が話し合われたサクラメントエリア・ウォーターフォーラム（Sacramento

AreaWaterForum）においては、“changedconditions"という原則を示し、合意に関する述反があり、

ある当事者が訴訟を検討している場合には、まず裁判に行く前に再びメデイエーシヨンによって再交

渉のプロセスを選択するというルールに同意している21．

ＣＣＰのケースのように、ステークホルダー・アセスメントに関しては、サスカインドによるＣＢプ

ロセスと共通する部分もあるものの、組織化フェイズや教育フェイズなど話し合いや交渉を効率的に

促進させていくために準備段階においても、しっかりとしたプログラムが組まれており、一定のモデ

ルに対応するだけではなく紛争に応じて柔軟な利害調整・合意形成のプロセスが運用されている。

おわりに

本稿では、公共政策における利害調整と合意形成を高める実践的な方法論について、主に米国の実

践について概説した。ここで提示したコンセンサスビルディング・プロセスはメデイエーターと呼ば

れる第三者によって当事者間の利害対立の調整、合意の調達を円滑にするための試みがなされている。

そのプロセスの中でも具体的方法論として、ステークホルダー・アセスメントと共同事実確認の双方

に共通しているのは、政策課題・問題および利害関係者の特定と抽出から望ましい合意や解決案を構

築するプロセスを利害当事者で共有することが有効であると考えられていることである。こうした取

り組みは、従来、政府や専門家によって独占されていた意思決定プロセスを当事者（利害関係者）に

開き、官民ともに参加者として貢献できることが期待されている。昨今、わが国でも、主に土木事業

や都市計画の分野において、米国で実践されているコンセンサスビルディング・プロセスの手法を参

考にした市民参画型のまちづくりや計画づくりに関する研究や実践が蓄積され始めている（国土交通

省政策研究2005;Matsuura2006)。しかし、まだ日本での試みは歴史が浅く、実証的研究も十分とは

いえない。

今後は、米国の先進的な取り組みをより詳細に分析することを含め、さらにケーススタディを調査

するとともに、日本社会への応用可能性、日米比較から示唆を得る上で、十分に議論されていない実

践を支える理論的基盤や歴史的経緯についてもさらに検討していくことが課題である。
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ｌ本稿でも取り扱う利害関係者を重視する紛争解決手法であるコンセンサスビルディング・プロセスの

モデルを提唱したＬ・サスカインド教授は、「利害関係者とは、自分たちが何かによって影響を受け

ると思った人たちである」と定義している。つまり、利害関係者を利害関係者たらしめているのは自

身の主観であり、自己認識ということになる。本稿では筆者もサスカインドの定義にしたがって本稿

で用いる「利害関係者」という語が、「政策・事業によって自らが何らかの影響を被り得ると考える

人々や集団のことであり、利害関係者としての認識を持っている人々」を意味する用語として扱いた

い。

２たとえば、米国における社会資本整備に関する第三者活用事例を我が国に紹介したものとして、国土

交通省政策研究所（2005）「社会資本整備における第三者の役割」（国土交通政策研究第43号、2005年

１月)、コンセンサスビルディング・プロセスの我が国への政策移転（policytransfbr）について論じ

た研究として、ＭＩＴの学位論文であるＭａＳａﾉZ”ﾉVatS拠拠、（2006）“Locaj'iZf噸恥bJjCDfsP呪te

Reso如虎o”伽ノヒLpa泥:Lesso7zsβ℃ｍｅ”e”ｍｅ?ztsuﾉ1i"Lde"６Ｇｍ"Ｕｅｐｏ"cZﾉーｍα伽２９'；Ｓ狸b”"edto

tﾉZeDGpαγl1me"ｚｑ/，Ｕγbα”Ｓ”d'ｉｅｓａ伽ｄＰｊ”城”ｏれＡ”24s19,2006”ｐαγ"α』ん腕"ｍｅ”ｚＱ/･Zﾉｚｅ

γwe9噸meme7zjsjbγ〃ｌｅｄe”ｅｅＱ/Doctoγq/・PﾉZZIosopﾉZ〃”Ｕ７．bα”α祝dEGgjo?zajPjα""f↑２９がある。

また実際に国土交通省、地元自治体、日本土木学会、ＮＰＯ等が連挑し、第三者機関を設置して、米

国のＣＢプロセスをモデルにステークホルダー分析に基づいた交渉、利害調整を行った実践例として

徳島県徳島市における「北常三島交差点交通安全方策検討委員会」がある。詳細は、検討委員会分析

調査チーム（2005）「北常三島交差交通安全方策検討委員会による岐終報告書」平成17年３月（http:〃

www・commons,v-orjp/topics/kitajyo-hokokuPdf）を参照。

３
４

千葉正士（1980）「法律と紛争」三省堂

私人が行政の行為によって不利益・損害を受けた場合には、国家賠償法に基づく損害賠償請求（第１

条１項）もしくは、行政事件訴訟法に基づく抗告訴訟（行政庁の公椛力の行使に関する不服の訴訟）

(法３条１項）を提起するという２つの救済方法を選択できる。この事後的救済システムが十分に機

能する限りにおいては、計画策定段階における市民参加は必ずしも必要ではないが、実際にはまた当

該処分を争う市民の原告適格（抗告訴訟を提起しうる法的な資格）も従来から議論の対象とされ、そ

れ自体が司法救済の限界を示している。例えば，都市計画事業施行地に隣接する土地の所有者の原告

適格は否定されている。判例（京都地裁昭和51年４月16日判決など）では、都市計画法が市民の環境

保謹のための特段の具体的な規定を設けておらず、馴業地付近の市民に一定の環境利益を保証してい

るものとは解することができないと判断されており、権利の侵害を受ける可能性があるということだ

けでは、周辺市民には関連する許認可の取消等を求める原告適格を認めていない。公共事業における

司法救済システムの限界を論じた研究として、谷下正義（2001）「社会資本の計画策定手続における

市民参加」土木学会論文集No.681:pP37-49を参照。

ただし、これらの規定が前提とすべき上位のガイドラインとして、都市計画法は「市町村の都市計画
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に関する基本的な方針（いわゆる都市マスタープラン)｣、河川法は河川整備計画の策定については、

両者ともに「市町村都市計画審議会」や「流域委員会」などの専門家や学識者を中心とする第三者の

機関があるが、一般公衆あるいは利害関係者に関する規定はない、とういう点も諮問機関の問題点と

なっている。

６たとえば、都市計画学会九州支部都市計画審議会研究会が九州内の208の市町村を対象に実施した

「市町村都市計画審議会の運営に関する基礎的調査」（平成１６年２月）によれば、行政計画の諮問委員

会（群議会、検討委員会等）の議事録の公開状況に関しては、全て公開するとした自治体は１２市町村

（全体の5.8％）であり、「問い合わせに応じて公開する」としたのが１１２市町村（全体の53.8％）であ

り、股初から全てのプロセスを傭報公開している自治体は少数派であった。また「問い合わせに応じ

て公開」する理由としては「原則公開すべきだが、原則公開の需要は現実には多くない」（61市町村)、

次いで、「地元住民のプライバシー対策のため」（21市町村）となった。また股初から非公開にする理

由としては、「一般市民には専門性が高すぎる｣、「地元の利害が絡むので公開になじまない｣、「公開

に関して庁内での議論が成熟していない」という回答が多く見られた。

７たとえば岩崎忠夫（1984）「住民参加論：住民参加の実務と理論」第一法規；総合研究開発機構

（2002）「公的部門の開かれたガバナンスとマネジメントに関する研究」総合研究開発機構（NIRA）

を参照。

８米国では、もともと一般的に政治や企業活動において法的処理を優先する傾向が強いと言われ、この

意味では米国社会には相当以前から法化（legalization）の伝統があったと考えられる。一方で、６０～

７０年代以降、こうした法律的処理の行きすぎが訴訟の増大に起因する社会的なデメリットと結び付け

られて批判されるようになる。もっとも国際私法や紛争解決の研究者である大阪大学の野村美明教授

の研究によれば、米国のみならず（旧）西ドイツやイギリスもかねてから訴訟社会であると言われて

おり、イギリスでも1975年から1989年までの間ビジネス関連訴訟が爆発的に増加したと報告されてい

るため、社会訴訟制度の単純な国際比較はできないと指摘している（野村1992)。しかし、不法行為

関連訴訟について英米比較を行ったイギリスのＳ､Atiyah教授による研究は、少なくとも60～70年代

の米国における訴訟件数のエスカレート現象を物語っている。詳細については、Ｒｓ.Ａ鞠αﾉza98り，

７b”Ｌα”α"ａｔﾉ2ＧＡ"eγ切りα11伽ｅｓｆＳｏｍｅＡ”jo-Ame”cα”Ｃｏｍｐα”so7zs,Ｄ呪ｋｅＬａ２ｕＪＯⅧγ"α’１００２，

１９８７を参照。

９長谷川俊明（1988）「訴訟社会アメリカー企業戦略構築のために」中公新瞥

１０建築紛争における調停や、公害対策基本法における公害調停を日本における行政型ＡＤＲの仕組みと

みなす論者もいる（佐藤1992；谷下2001;竹下2007)。

１１日本ではメデイエーション（mediation）は一般的に「調停」と訳されることが多い。しかし日本の

「調停」は各櫛法律において既に定義されている手続であり、弁渡士法第72条では弁護士以外の者が

報酬を得る目的で法律事務として調停を行うことは禁止されている（これについては様々な議論があ

る)。そのため、日本における調停は米国のメデイエーションよりも極めて限定的なものである。米

国におけるメデイエーションは、より幅広い意味を持っており、例えば、学童が学校内において友人

間の喧嘩に割って入って止めさせることをpeermediationと呼ぶ。このような極めて非公式のメデイ

エーシヨンは日本語の「調停」では表現できないと考えられる。よって、わが国で言うところの調停

は米国でメデイエーションの一部であると解釈し、以下、本稿では米国でメデイエーションと総称

されるものを「メディエーション」と呼んでいる。

１２ここでいう「中立的な第三者」とは、事業の成否によって当人は影響を受けず、特定の利害関係者に

肩入れをせずに関係者間で相互にメデイエーシヨンやファシリテーションを行い、対話を支援する者
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を指している。紛争解決・合意形成支援の実践者としてのメディエーターの「中立性（neutrality)」

に関しては米国でも多くの議論がなされている。メデイエーターは対話による合意形成の中で単に中

立を維持だけではなく、不偏性（impartiaⅡty）へと考え方を発展させていく必要がある。多くの研究

者、実務家が指摘しているように、中立的スタンスを獲得するためには当事者との信頼（trust）を

構築すると同時に、当事者の考え方・意見に対する尊敬（respect）なくしては中立的スタンスを獲

得できないともいわれている。メディエーターやファシリテーターの「中立性」に関する議論として

は、ＥａｃﾉZej庇ekZ便00の,ﾉVe24tγαJ"α”ｄＰｍＵｅ流Ｍ２/tﾉＺｓａ７ｚｄＲｅａｊ”ＡＤＲＢ秘"e〃”I/bJ3ﾉＶｂＩ/VtzZ/／

”?ｚｅ２００ａｐｐ､j6-I9;Ｓ狸sα”jVa24ssE‘zso”(200”,７１ｈｅＥＺ旗c“ﾉZα“ﾉＺｅ雌aZajoγSjZ/jesﾉｍＰｏｓｅｏ”

/Ve“”J”α”αﾉ､pαγ"αj“”o戒iZgPaPeγｄγwqβαＣＵｸz"e海”Q/Z,αI/１９γ７ZeCoZZegeq/､Lα切伽ゆ〃

”o戒s､bepγess・ｃｏ７Ｗｂｇ抑fe”ＣＯ"#e"2.Cgj?αγ"Cle=１０００&ＣＯ"t〃C=s秘sα冗一ezo?Z）;αα乱ｄｊａＬ・地je，

Ｃ〃γＺｓﾉＷ〃α99刀,ＡγcﾉzjU”ｇﾉVe“0γαj”α"ｄＩｍｐαγ"αIれり：Ｗ８ｅＵ"”αＺｅＣｏｍｍ秘”ｊｃａ“o”

ＣﾉZα"e7zge./bγPeeγﾉMedm"oγ2S,Mcdjatfo”Ｑ“γteγIZﾙIﾉbj.J4,ﾉVb､４８拠畑meγ１９”pp・鍋?L3銅を参照。

１３コンフリクト・アセスメント（conflictassessment）あるいはコンフリクト分析（connictanalysis）

といった用語が用いられることが多いが、実際の公共政策上の課題に携わるメディエーションの現場

では、まだ懸案事項がその他の当事者と敵対的・対立的要素をはらんでいるかは不確定なケースも多

いため、当事者の心情に配慮してネガティブなイメージを連想させる「紛争」や「対立」を意味する

conflictやdisputeといった用語を避け、“stakeholderassessment"や、単に"issueassessment''という

用語を用いることも多い。砲窓O7zaj”e”ie”Ｕﾉ伽ﾉZ８脚sα”Sheγ7Z/(CCP窓medfaZoひajCCPき”Ｃｅ

（03〃4Z2a0）

ｌ４チャールズ.E・リンドブロム，エドワード.J､ウッドハウス著，薮野祐三・案浦明子訳（2004）「政策

形成の過程一民主主義と公共性」東京大学出版会

１５相手方と異なる科学的データ、実証によって対立関係にある当事者の科学的主張を覆す、あるいは批

判・攻撃の対象とすることを敵対的科学（adversaIyscience）と呼び、一方である科学的データに

よって自己の主張を弁護し、特定の主張を後押しする場合は、弁護的科学あるいはアドボカシー・サ

イエンス（advocacyscience）とも呼ばれる。敵対的科学(adversaIyscience)を詳細に論じたものと

しては、ノVCC”a7ZAS.，Ｇａｍｍα",よ”ｄＢｍｏﾉCs,Ｂ便00り,Ｒｑ/而z伽ｇ”αtestffzg､jo”JtLct弓/1"zCZj”

．/bγe"Ｕ２γwo"畑e"taJdjSp秘ｔｅγweso如侃o”:７１９７zZ/eαγｓｑ/､s拠ccessbMedjα"o”Ｑ狸α”e邦Zル１８(りり,ＰP､329‐

３４＆MRMesseja98の,ＡｄＵｅ湾αγjajScje"Ｃｅα犯。‘んｅＡｄＵｅ庵αγfajScfe""st：ＷｚγeatsOo

Eespo”sめjeDfsp拠ZeResoJ拠塊o泌血”ｍｅZγicsを参照。

１６Cb7zse7zs妬Ｂ“』｡"ｇﾉｸzst”tｅ（CBりは、マサチューセッツ州にある非営利機関であり、ＭＩＴのサス

カインド教授が創設者である。CBIは、国際的な紛争を含め様々なレベルでの公共政策に関わる紛争

解決、合意形成の支援を行っている（CBIホームページ：http:"cbuilding・olg/mission)。

CBIや本稿で取り上げているＣＣＰのように、米国では公共政策分野におけるメデイエーションないし、

コンセンサスビルディング・プロセスを提供するＮＰＯや民間営利企業（都市計画コンサルタント）

が数多く存在している。

1７これは裏を返せば、話し合いの場をしきるメディエーターやファシリテーターの中には、社会資本整

備や環境政策に関する一定の科学的知識が要求とされることを意味している。そのため公共政策を扱

うメデイエーターの中には、少なくとも参加する科学者や専門家が用いる用語を理解できる人材、あ

るいは環境影響評価や将来の需要予測などの科学的知見に一定程度精通した人材が必要とされるため、

理工系の大学院で修士号や博士号の学位を取得し、専門的な勉強や訓練を受けたメデイエーターが担

当するケースも多いようである。Ｐｃ７ｗｓｏ"αJ〃e”彪加”"んSt』sα”Sﾉzeγ７WCC侭medjatoりｑＬＣＣＰｓ



1０２ 石 田聖

ｑ飯cer03/Ｉ４縄0ﾉの

１８１９９０年、設立当初の名称はＣａｌ加しれiａＣｅ７zteγ,/bγＰ邸b"cDjspu0eResoju"o”であった。

ｌ９なお筆者も2009年１０月から2010年９月にかけて、同センターの客員研究員として活動し、カリフォル

ニア州サクラメント市において、ＣＣＰの実務家や研究者らの支援を受けながら調査を実施した。本

稿におけるＣＣＰのケーススタディ紹介は、筆者が米国滞在中に得た聞き取り調査や、実際にｃｃＰ内

で用いられた資料のレビューに基づいている。

２０トライバル・ウォーターサミットの事業内容については、Ｃａ〃b"zjaDePaバｍｅ７棚q/Wtzteγ侭eso秘γ℃ｅ

（2009ノ，“Ｃａj《/i"wliaWbLjeγＰｊα”UPdaje2009:Ｃａｊ姉γγzjα７ｹ･ZbaJWnJeγＳ秘、、郡”（http:"www．

waterplan､water・cagov/Lribal2/docs/tws/CTWSTWSOverviewv6dfO7-l6-O9.pdoに紹介されている。 ー ー一

２１サクラメントエリア・ウォーターフォーラムの詳細については、ＳａｍﾉBCC沌冗jck⑫00の,７ｿＺｅ

ＳａＣｍｍｅ抑ＩｏＡｍｅａＷｎＩｅ'･Fb7･lLm:７ｿＺｅＣａＳｅＳＺＵｄ弘ノURDWbγk"ｚ９ＰｎｐｅγＳｅ”eS,hzS〃””Ｑ/Ｕγbα”

α"ｄ虎egjomJD”elopmeｼ２t,ＵｃＢｅ戒eIeyを参照。

BalancingConflictinglnterestsandConsensusBuildingProcesson
lnfrastructureDevelopment-theConsensusBuildingProcessinthe

UnitedStates-

Satoshilshida

Forftlturepublicpolicy,ｍａｎｙｐｅｏｐｌＧｓａｙｔｈａｔｗｅｎｅｅｄｔｏｄｅｖｅｌopcollaborationbetweenthepublic

andthegovernment、Ｓｏ，howandwhatwecanmediatecompetinginterestbetweencitizens，

govemmentandotherconcemedparties,andhowcanweconaborativelychallengethepolicyissue？

Consensusbuildingknownascollaborativeproblemsolvingol･coUaborationisaconnict‐resolution

processusedmainlytosettlecomplex,multipartydisputesthroughstakeholderassessmentandjoint

factfindilmgapproaches､Also,ithasbecomewidelyusedmtheenvlronmentalandpublicpolicyarenain

theUnitedStates,butisusefillwhenevermultiplepartiesareinvolvedinacomplexdisputeorconnict、

Inthisarticle,Ifbcusontheoutlineofconsensusbuildingprocessanditsolganizationofpractitioners．
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